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東日本大震災後の需要動向と2011-12年度経営戦略

震災直後の落ち込みから回復基調。
ビジネス需要は震災前の水準に近づく
震災後大幅に需要は落ち込みましたが、3月
下旬ごろまでに底を打ち、回復基調になっ
ています。観光需要は回復が遅れています
が、 ビジネス需要は、ほぼ前年並みまで回復
しています。またゴールデンウイーク期間は直
前の予約増もあり、前年並みの実績でした。

震災後約１カ月は大幅に需要が落ち込んだ
ものの、４月中旬から急回復しています。特
にビジネス需要の回復が顕著ですが、訪日
需要の回復ペースは緩やかです。また、ゴー
ルデンウイーク期間の海外旅行は好調に
推移しました。

国内貨物は震災により影響を受けた陸上貨
物の代替輸送で前年を上回る実績となりまし
た。また、国際貨物も工場の被災により日本
国内とアジア・中国間の輸送が低迷してい
ますが、震災に伴う生活関連用品等の緊急
輸送需要があり、４月には単月で輸送重量が
過去最高の実績を記録しています。

国内線旅客
震災直後の落ち込みから、4月以降
急回復し、震災前の水準に近づく

国際線旅客
国内は陸上輸送貨物の代替輸送需要、
国際は緊急貨物需要で輸送重量が増加

貨物

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

2007年
3月期

7,494

1.9倍

2008年
3月期

7,678

1.7倍

2009年
3月期

8,972

2.8倍

2010年
3月期

2011年
3月期

9,416

2.0倍

3,037 2,071
1,948

1,773

9,388

1,769

　　  リース債務（オフバランス）※2   　　 有利子負債残高　　　D/Eレシオ（右目盛り）
※1 D/Eレシオ＝有利子負債÷自己資本　※2 オペレーティングリース等に係る未経過リース料

（単位 倍） （単位 ％）（単位 億円） （単位 億円）

　　  総資産　　　　自己資本　　　　自己資本比率（右目盛り）
※3 自己資本は純資産合計から少数株主持分を控除している。
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2010年度決算への東日本大震災の影響は？
運航便の欠航、出張や旅行の中止・自粛、訪日旅客の
大幅減少などで、190億円程度の減収となりました。その
内訳は国内線旅客120億円、国際線旅客30億円、貨物
10億円、旅行部門50億円（内部取引分20億円消去前）
です。仙台空港は東日本大震災により4月12日まで閉鎖
されましたが、航空機などの資産には大きな被害はありま
せんでした。

なぜ2011年度の業績予想を開示していないのですか？
東日本大震災発生後、国内線、国際線ともに観光需要を
中心に航空旅客需要は大きく落ち込み、特に訪日旅行需
要については回復が遅れています。日を追って需要は回復
基調（右ページ参照）にはありますが、完全に回復するに
は、しばらく時間を要するものと思われます。このような中、
当社は需要減退への緊急対応策として、運航規模の縮
小（小型化・減便）と費用削減策を実行し、収支改善に努
めていますが、需要減退が通期の業績に与える影響を精
査するにはもう少し時間を要するため、4月28日の決算発

表時点での業績予想の開示を見送ることとしました。通期
業績については見通しが立ち次第、速やかに開示いたします。

2011年度の配当についてはどうなりますか？
2011年度の業績見通しを開示する段階で、配当予想に
ついても併せて開示する予定です。厳しい経営環境下で
も配当を継続できるよう、最大限努力してまいります。

昨年秋から燃油価格が再び上昇傾向にありますが、
2011年度の業績に与える影響は？ 
燃油価格の指標となるドバイ原油は110.31$（2011年6月
1日現在)となっており、昨年に比べ高騰しています。当社は
燃油市況に応じた燃油費の変動リスクを平準化し、収支
への影響を抑制するために毎期一定量をヘッジしています。
5月末現在、2011年度の予定使用量の約6割はヘッジ
済みであり、今後さらに価格が高騰しても、そのまま費用増
になることはありません。また、国際線については燃油の市
場価格に連動して燃油サーチャージを頂戴する仕組みが
あり、ヘッジ取引と併せ、市況の変動が収支に与える影響
を最小限にできるように努めています。

2012年度2009年度
緊急対策プラン
●過去最大730億円（前年度比）コスト削減

2010年度
2010-11経営戦略
●収益力の早期回復による黒字化・復配
●首都圏空港拡大を契機とした利益成長
 （2010年度は対策実施前に比べて877億円の
　コスト削減を実施）

2011年度

緊急対策

●経営資源の最大活用による経営効率
　の向上
●国際線事業のさらなる拡大

●厳しい環境でも安定した利益を出せる企業体質への転換
　（イベントリスクへの耐性強化）
　 

経営目標値は一定の
範囲で見直しを行う

業績トレンド

３月  成田空港発着枠拡大７月  公募増資実施
１０月  沖縄貨物ハブネットワーク開設 １０月 羽田空港国際線ターミナル開業、

        国際線定期便就航

４月 ATI認可によるユナイテッド航空・
　   コンチネンタル航空とのジョイントベンチャースタート

2011-12経営戦略

「需給調整」…運航機材小型化、一部路線の
減便・運休による変動費の抑制

「さらなるコスト削減」…外注費、整備費、宣伝費等
  の圧縮　　　　　　　　

8月～9月予定  ボーイング787型初号機受領
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2011-12経営戦略の柱となる部分は堅
持した上で震災後の需要急減に速やかに
対応し、300億円の緊急収支改善を実施

東日本大震災
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